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学校とコミュニティ  「開かれた学校づくり」 

           「地域とともにある学校づくり」 

文部科学省ホームページより作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 活力あるコミュニティが人々の学習を支え、生き抜く力をともに培い、人々の学習

がコミュニティを形成・活性化させるという好循環の確立に向けて、地域の教育資

源を結びつけ、学校や公民館等を拠点とした多様な人々のネットワーク・協働体制

を確立する必要がある。 

 

○ このため、全ての学校区において、学校と地域が連携・協働する体制が構築される

ことを目指し、社会全体で学校や子どもたちの活動を支援する取組や地域とともに

ある学校づくりを推進する。 

 

 

 

 

○ 社会全体で子どもたちの学びを支援する取組の推進 

   「学校支援地域本部」、「放課後子ども教室」などの取組を充実させ、保護者はもと

より、地域住民の参画により子どもたちの学びを支援するための体制を、平成２９

年度までに全国の小・中学校区に構築する。 

 

○ 地域とともにある学校づくりの推進 

保護者や地域住民の力を学校運営に生かす「地域とともにある学校づくり」により、

子どもが抱える問題を地域ぐるみで解決する仕組みづくりや、質の高い学校教育の

実現を図る。このため、コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）の拡大な

どの取組を推進する。 

基本的方向性 

 

第２期教育振興基本計画 （平成 25 年６月 閣議決定） 

基本的な考え方 

主な取組 

第６回西東京市立中原小学校及び

西東京市立ひばりが丘中学校

建替準備検討協議会  資料６  

平成 25 年 12 月 17 日  

教育企画課企画調整係 
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○ 我が国の教育が様々な課題に直面する中で、これらの課題を克服し、教育再生を実

行していくためには、教育委員会制度の改革を行うとともに、教育に関わる様々な

当事者が連携・協働する体制を構築することが重要である。 

 

○ このため、教育行政における適切な役割分担等を図ることとあわせ、多様な地域や

子供の実情に応じた質の高い学校教育の実現に向けて、校長のリーダーシップのも

と教職員がチームとして力を発揮するとともに、保護者や地域住民の参画を得なが

ら学校運営の改善や学校支援の充実を図り、社会総がかりで子供たちを育むことが

重要である。 

 

○ 保護者や地域住民が一定の権限と責任を持って学校運営に参画する学校運営協議会

制度（コミュニティ・スクール）は、多くの学校で学力向上や不登校の減少などの

成果を上げてきている。これは、学校と地域が学校運営に関して共通の理解と目標

を持ちつつ、地域との様々な関わりの中で教員が一定の緊張感を持って授業改善に

努めることや、地域からきめ細かな学校支援を得ることにつながった結果であると

の意見があった。 

 

○ また、地域住民等による学校支援ボランティアなどへの参加をコーディネートする

学校支援地域本部では、授業の補助や部活動指導の補助、学校行事の支援等の学校

支援活動が幅広く行われている。これにより、子供たちが多様な知識や経験を持つ

地域の大人と触れ合う機会の増加や、地域の教育力の向上に成果を上げている。 

 

  

基本的方向性 

 

今後の地方教育行政の在り方について（平成 25年 12 月 答申） 

コミュニティ・スクールや学校支援地域本部の重要性 
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【行政】 

○ 保護者・地域との連携・協働が進んでいない学校に対し、その取組を促し支援する。

あわせて、保護者や地域住民に対しても、取組の必要性や成果を広く周知するなど、

学校への理解と参画を促す環境づくりが重要である。その際、PTA や自治会などの

既存の団体を活用することも考えられる。 

 

【学校】 

○ 地域とともにある学校づくりを推進するため、地域との連携・協働の機能を校務分

掌で明確に位置づけ、実働できる体制を整備することが重要である。 

 

○ また、学校は、学校公開や学校ホームページにより日々の教育活動の情報発信を行

うことがまず重要であるとの意見があり、取組の充実が求められる。 

 

 

 

 

 

○ 学校・家庭・地域がそれぞれの役割を果たしつつ、より一体となって子供たちを育

むため、国の関連施策の一体化も含め、学校運営協議会を基盤とした三者の協働体

制の在り方を検討すべきである。 

 

○ なお、学校評議員、学校関係者評価、学校運営協議会など、保護者や地域住民の意

見を学校運営に反映する仕組みについては、法令の規定に従いつつ、例えば、新た

に学校運営協議会を置く場合には、学校評議員を置かないなど、それぞれの学校の

実情に応じて、効率的・効果的な活用を図ることが重要である。今後、上記と併せ、

学校評議員制度の在り方についても検討すべきである。 

  

地域とともにある学校づくりの推進方策 

今後の展望 
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子どもを取り巻く環境の急激な変化の中で、知識偏重の学力観や受験競争の過熱化、

いじめや不登校の問題の深刻化、青少年の非行の増加、家庭や地域の教育力の低下など

教育の現状には極めて憂慮すべき状況を生じている。 

 

 

 

 

○ 教育改革の成否は、すべての学校がその特色を生かして、創意工夫を凝らした教育活

動を展開するとともに、地域全体として、子育てを支援し子どもの成長を支えてい

くような取組を展開することが不可欠である。 

 

○ 本審議会としては、学校と地域の在り方、それを支える教育委員会の在り方に焦   

点を当て、その改善方策をとりまとめた。 

 

 

 

 

○ 地域コミュニティの拠点としての学校・公民館の活用が十分ではない。 

 

○ 地方公共団体にとって極めて大きな行政課題となっている地域コミュニティの育成

や地域振興に必ずしも積極的でなく、十分に寄与していない。 

 

○ 学校が外部に対してとかく閉鎖的であり、家庭や地域との連携が十分でない。 

 

○ 学校が地域の教育機関であるという認識が徹底していない。 等 

 

今後の地方教育行政の在り方について（平成 10 年９月 中央教育審議会答申） 

改善の視点 

学校・地域間の課題 

教育の現状 
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○ 学校が地域住民の信頼にこたえ、家庭や地域が連携協力して教育活動を展開するた

めには、学校を開かれたものとするとともに、学校の経営責任を明らかにするため

の取組が必要である。 

 

○ このような観点から、学校の教育目標とそれに基づく具体的教育計画、またその実

施状況についての自己評価を、それぞれ、保護者や地域住民に説明することが必要

である。 

 

○ また、学校・家庭・地域社会が連携協力し、相互補完しつつ一体となって子どもの

健やかな成長を図るため、各学校においては、ＰＴＡ活動の活性化や学校区内の各

地域における教育懇談会の開催などにより家庭や地域との連携が図られている。 

 

○ 今後、より一層地域に開かれた学校づくりを推進するためには学校が保護者や地域

住民の意向を把握し、反映するとともに、その協力を得て学校運営が行われるような

仕組みを設けることが必要であり、このような観点から、学校外の有識者等の参加を

得て、校長が行う学校運営に関し幅広く意見を聞き、必要に応じ助言を求めるため、

地域の実情に応じて学校評議員を設けることができるよう、法令上の位置付けも含め

て検討することが必要である。 

 

 

 

 

○ 子どもの生きる力をはぐくむため、地域社会の力を生かすことや家庭教育の在り方

を見直すことが求められている。このため、地域が一体となって子育てを支援するこ

とや異年齢集団活動など様々な体験活動を充実することを通じて、地域社会を挙げて

子どもを心豊かにはぐくんでいく環境を整備していくことが地方教育行政上の極め

て重要な課題となっている。 

 

１．地域住民の学校運営への参画 

２．地域の教育機能の向上 

改善のポイント 
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○ 子どもの育成は学校・家庭・地域社会の連携協力なしにはなし得ず、学校の教育活

動を展開するに当たってはこのことを踏まえた工夫が必要である。 

 

【例 学校の教育活動への地域の活力の導入・活用】 

○  開かれた学校づくりを推進し、豊かな教育内容を実現するため、豊富な経験を持っ

た学校外の社会人が教壇に立つことができる特別非常勤講師制度を一層活用する方

策について検討すること。 

 

○  校長の判断により機動的に学校の教育活動に地域住民の協力を求めることができる

よう、教育委員会が学校支援ボランティアを登録・活用する仕組みを導入するなど

工夫を講じること。 

 

 

 

 

○ 教育委員会が管理運営している教育機関、例えば、学校や公民館は、地域住民に身

近な公共の施設であり、地域コミュニティ形成の拠点としての重要な役割を担うこ

とが求められる。特に、住民の日常生活圏に最も身近に存在する学校は、学校教育

の実施という本来の機能を前提として、地域住民の生涯学習やコミュニティ活動の

拠点としても、その資源を有効に活用していくことが重要である。 

 

【例 地域コミュニティの拠点としての学校等の活用】 

 

○ 学校開放の管理体制の整備、教室・体育館等を活用した住民の交流・学習スペース

の整備、学校体育施設の社会体育との共同利用化などの開かれた学校のための基盤

整備を進めること。 

 

○ 地域コミュニティの拠点として学校等を活用するため、学校の新増築や学校の統  

廃合に伴う校舎の設計などに際して、地域住民や学校の意見を参考にし、地域住民

による利用が可能となるような施設として建築するなどの工夫を講じること。 

 

 

３．地域コミュニティの育成と地域振興 


